
＜提出書類＞

別紙１ 低入札価格調査資料の提出について

様式－１ その価格により入札した理由

様式－２－１ 入札価格の内訳書

様式－２－２ 内訳書明細

様式－３ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）

様式－４ 関連の手持ち工事

様式－５ 配置予定技術者

様式－６ 契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫等との関係

様式－７ 手持ち資材の状況

様式－８ 資材購入先

様式－９ 手持ち機械の状況

様式－１０ 労働者の確保

様式－１１ 工種別労務者配置計画

様式－１２ 工事実績

様式－１３－１ 施工体制台帳（低入札価格調査用）

様式－１３－２ 下請負人に関する事項

様式－１４ 工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

様式－１５ 建設副産物の搬出地

様式－１６ 下請負人への法令遵守指導等に関する誓約書

様式－１７ 経営状況に関する調査

様式－１８ 下請負人への法令遵守指導等に関する報告書

※ 「低入札価格調査実施要領」 で確認資料等の指示がある場合は、 各様式に必ず必要書類等を添付する
こと。



別紙１

平成 年 月 日

公益財団法人 東京都都市づくり公社

理事長 殿

所 在

地商号又は名称

代表者職氏名 印

低入札価格調査資料の提出について

下記の工事に係る標記の件について、必要資料が全て揃っていることを確認のうえ、

別添のとおり資料を提出いたします。

なお、提出に当たって、添付書類も含めて必要書類が一つでも足りない場合、必要

書類に不備がある場合、 記載内容に合理性がない場合等においては、 落札者となら

ないことに同意いたします。

記

契約番号：

工事件名：

開札日：



※建設共同企業体の場合の記載例

別紙１

平成 年 月 日

公益財団法人 東京都都市づくり公社

理事長 殿

（建設共同企業体）

所 在 地

名 称

（ 代 表 者 ）

所 在 地

商号 又は 名称

代表者職氏名 印

低入札価格調査資料の提出について

下記の工事に係る標記の件について、必要資料が全て揃っていることを確認のうえ、

別添のとおり資料を提出いたします。

なお、提出に当たって、添付書類も含めて必要書類が一つでも足りない場合、必要

書類に不備がある場合、 記載内容に合理性がない場合等においては、 落札者となら

ないことに同意いたします。

記

契約番号：

工事件名：

開札日：



様式－１
その価格により入札した理由

☆ その価格により入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、当該工事現場と事務所・倉庫
との関係、 手持ち資材の状況、 手持ち機械の状況、 下請け会社等の協力等からの面から
記載する。

なお、当該価格で入札した結果、安全で良質な施工を行うことは当然である。



様式－2-1

入 札 価 格 の 内 訳 書

工 事 名

工事区分 ・ 工種 ・ 種別 単 位 数 量 金 額 備 考

・ 見積り等積算根拠を示すものがあれば添付する。 （内訳書を詳細にしたもの：見積書他）

・ 数量表に金額を記載したものを内訳書とします。

直 接 工 事 費 計

共 通 仮 設 費

共 通 仮 設 費

純 工 事 費

現 場 管 理 費

工 事 原 価

一 般 管 理 費

工 事 価 格



式－2-2
内 訳 書 明 細

名 称 摘 要 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考

・ 本様式は、様式－２に対する明細を記入する。 さらにその明細が必要な場合は、本様式を使
用してその詳細を明確にする。



様式－３ 手持ち工事の状況 （対象工事現場付近）

工 事 名 発 注 者 工 期 金 額 備 考

・ 本様式には、契約対象工事現場付近（半径１０Ｋｍ程度）での手持ち工事の件名を記入し、 その
工事の場所が図面上で確認できること。また、契約対象工事の位置も記入すること。図面の縮尺
は自由とする。

・ 工事契約書の写しを添付



様式－４
関 連 の 手 持 ち 工 事

工 事 名 発 注 者 工 期 金 額 備 考

・ 本様式には、契約対象工事の同種又は同類の手持ち工事について記入する。
・ 工事契約書の写しを添付



様式－５

配 置 予 定 技 術 者

区 分 氏 名 資 格 取得年月日
免 許 番 号
交 付 番 号

監理技術者 東 京 太 郎 一級土木施工管理技士
監理技術者資格者証

Ｈ５． ７． １
Ｈ３． ８． １

第２００１９８７号

主任技術者

現場代理人

増員の技術者



様式－６

契約対象工事箇所と調査対象者の事業所、倉庫等との関連

☆ 契約対象工事箇所と調査対象者の事業所、倉庫等との関連が明確になるよう分かりやすい
地図で記入する。 また、所在地も明らかにする。

縮尺は問わない。



様式－７
手 持 ち 資 材 の 状 況

品 名 規格・形式 単位 手持数量
本工事での
使用予定量

不足数量の
手当方法 備考

・手持ち資材の状況については、 主に当該工事で使用予定の資材を記入する。



様式－８

資 材 購 入 先

工 種
種 別

品 名
規 格 単位 数量

購 入 先 名
業 者 名 所 在 地 入札者との関係

・ 購入先予定業者と
の関係記入（例）協力
会社、同族会社、資
本提携会社等関係を
証明する、規約、登
録書等を添付



様式－９

手 持 ち 機 械 の 状 況

機 械 名 称
規格・型式

能力・年式 単位 数量 メーカー名 現在の利用状況

・ 本様式には、主に当該工事に使用する予定の手持ち機械の状況を記入して下さい。



様式－１０

労 働 者 の 確 保

工 種 職 種 単 価 員 数 下請け会社との関係
下請け会社名等

土 工 普通作業員 ２００ （１００） 同 族 会 社
（株）○○○

配 管 工 配管工・普通作業員 １２０ （８０） ◇◇協会会員
（株）△△△

☆（ ）内は、自社労務者で内書き。

☆自社労務者と下請け労務者と区分する。

☆下請け会社との関係も明記する。

☆労務単価も記入する。



様式－１１

工種別労務者配置計画

工 種 種 別
配 置 予 定 人 数

計世話役 普通作業員 配管工 オペレータ

土 工 事
床堀工・埋戻
工・残土処理 1 2 2 5



様式－１２

工 事 実 績

発 注 者 工 事 名 工 期 金 額 備 考

・当該工事の基準日の３年前の日から起算して３年の間に完了した全ての公共工事を記載する。
・当該工事の基準日の３年前の日から起算して３年の間に完了した公共工事のうち、工事完了日が基

準日に近いものから順に５件の案件は、工事施工台帳の提出が必要であり、備考欄に◎を記すこと。

・過去の東京都発注工事における当該工事の基準日の３年３か月前の日から起算して３年の間に完了
した工事については工事成績評定書の提出が必要であり、 備考欄に工事成績評定点を記すこと。



（記入要
領）

施工体制台帳様式 （低入札価格調査用標準例）

様式－13-1
年 月 日

施工体制台帳

【会社名】

【事業所名】

１． この様式は元請が作成し、一次下請負者を通じて報告される再下請負通知書を添付することにより一

次下請負業者別の施工体制台帳として利用する。

２． 上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載してある場合は、その写しを添付する

ことにより記載を省略することができる。

３．監理技術者名欄については、「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。

４． 専門技術者名欄には、土木・建築一式工事を施行する場合等でその工事に含まれる専門工事を施行する

た めに必要な主任技術者を記載する。

（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）

５．監理技術者及び専門技術者については、次の書類を添付すること。

①資格を証するものの写し ②自社従業員である証明書類の写し(従業員証、健康保険証など)

監督員名
権限及び
意見申出方法

現 場
代理人名

権限及び
意見申出方法

監 理
技術者名

専 任
非専任 資格内容

専 門
技術者名

専 門
技術者名

資格内容 資格内容

担 当
工事内容

担 当
工事内容

建設業の

許 可

許 可 業 種 許 可 番 号 許可(更新)年月日

工事業
大臣 特定

知事 一般 第 号 年 月 日

工事業
大臣 特定

知事 一般 第 号 年 月 日

発注者の
監督員名

権限及び
意見申出

健康保険等の
加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

契 約

営 業 所

区 分 名 称 住 所

元請契約

下請契約

工事名称
及 び
工事内容
発注者名
及 び
住 所 〒

工 期
自 年 月 日

至 年 月 日
契約 日 年 月 日



様式－13-2

≪下請負人に関する事項≫

※ ［主任技術者、専門技術者の記入要領］

1主任技術者名欄については、〔専任・非専任〕のいずれかに○印を付すこと。

2 専門技術者には、土木・建築一式工事を施行する場合等でその工事に含まれる専門工事を施行するために必要な主

任技術者を記載する。 （一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼

ねることができる。）

複数の専門工事を施行するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。

3 主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する）

経験年数による場合

1)建設業法「技術検定」促進法「技能検定」 4)電気工事士法「電気工事士試験」 7)職業能力開発

2)建築士法「建築士試験」 5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」

3)技術士法「技術士試験」 6)消防法「消防設備士試験」

各保険加入の記入及び確認について

1 主たる営業所（本店）について、届出を行っている場合は「加入」、行っていない場合は「未加入」、従業員規模等により

各保険の適用が除外される場合は、「適用除外」を、それぞれ○で囲む。

2各保険加入について確認を行うため、次の書類を添付すること。また、適用除外の場合は、その根拠資料を添付すること。
経営事項審査結果通知書の写し又は次の書類の写し
①雇用保険の確認書類：雇用保険領収書及び労働保険概算確定保険料申告書
②健康保険及び厚生年金保険の確認書類：納入告知書兼領収書、又は保険料納入証明書( 日本年金機構、健康保険組合発行)

会 社 名 代表者名

住 所

電話番号

〒

（TEL － － ）

工事名称
及 び
工事内容

工 期 自 年 月 日

至 年 月 日

契約日

建設業の

許 可

許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号 年 月 日

工事業

大臣 特定

知事 一般 第 号 年 月 日

健康保険等の
加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

現場代理人名

権限及び

意見申出方法

※主任技術者名
専 任
非専任

資格内容

安全衛生責任者名

安全衛生推進者名

雇用管理責任者名

資格内容

担当工事内容



総括安全衛生責任者

施工体系図 （掲示例）

様式－14

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

副 会 長

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

発注者名

工事名称

元請名
監督者名

監理技術者

専門技術者

担当工事内容

専門技術者名

担当工事内容

工期 自 年 月 日

至 年 月 日

工

事

会社名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

会 長

副会長

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者 㩤ÿጀ
専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

工

事

会 社 名

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

担当工事内容

工期 年 月 日～ 年 月 日

書 記

元方安全衛生管理者

ＪＶ



建 設 副 産 物 の 搬 出 地
様式－１５

建 設 副 産 物 受 け 入 れ 予 定 箇 所 受け入れ価格

コンクリート塊

ｱｽﾌｧﾙﾄ・コンクリート塊

建設発生木材

建設発生土

・当該工事で発生する、すべての建設副産物について記入してください。



印

様式－16

下請負人への法令遵守指導等に関する誓約書

当社は、東京都都市づくり公社が発注した 工事において落札者となった際は、

下記の事項について実施することを誓約します。

記

・建設業法第24 条の6 第1 項及び第2 項の規定により、下請負人（再下請負人など下記工事に従事する全

ての下請負人） に対する確認及び指導に努めるととともに、次の法令③～⑤については厳格に対応し、一次

下請負人については法令の規定に違反したものとは契約を一切行わず、また、二次以下の下請負人への指

導等に努め、法令の規定に違反していることが認められた場合は、 当該請負人に対し違反の事実を指摘し、

直ちに是正を求め、 従わない場合は下請契約を解除します。

・ 次の法令に関する下請負人への確認等の実績報告については、 工事完了後３か月以内に所定の様式に

より作成し、東京都都市づくり公社に提出します。 また、期日までに当該報告の提出ができない場合は、その

理由及び報告書の提出可能日についての報告書を３か月以内に提出します。

・報告書に関する根拠資料については、東京都都市づくり公社からの請求があったときは速やかに提出しま

す。

・報告内容についてヒアリング等の調査が行われる場合は、協力します。

（法令）

①建設業法第24 条の3 （下請代金の支払）

建設業法第24 条の5 （特定建設業者の下請代金の支払期日等）

②労働基準法第24条（賃金の支払方法）

③雇用保険法第7 条（届出）

④健康保険法第48 条（届出）

⑤厚生年金保険法第27 条（届出）

（発注者宛）

平成 年 月 日

住所

氏名

※建設共同企業体の場合は、建設共同企業体の代表者及び各構成員を記載し、押印すること。



様式－17

経営状況に関する調査

会社名

所在地

担当者

直近１年間における
主な完成工事

件名 □□岸壁整備工事

契約金額 100,000千円

着工年月 平成20年9月

完成年月日

工事
の
実情

発注者 東京都港湾局東京港建設事務所××課

請負者 株式会社 ○○建設

元請・下請 元請（単独）

工事場所 東京都江東区●●地先

工事分野・業種 土木工事一式 港湾土木工事 鋼矢板・鋼管杭等

上記工事
にかかる
外注・仕入
の状況

外注先

会社名 株式会社 ×○

所在地 東京都江戸川区×○

仕入・外注高 300,000千円

担当者 ×○ 太郎 03-××××-○○○○

決済方法 当月20 日締め、翌月5 日払い、現金100％。

仕入先

会社名 株式会社 ○△

所在地 宮城県仙台市○△

仕入・外注高 300,000千円

担当者 ○△ 太郎 03-○○○○-△△△△

決済方法 当月20 日締め、翌月15 日払い、全額手形(サイト120 日)

受注工事
の
状況

直前３期
の受注高

平成21 年度期 1,500百万円

平成22年度期 2,000百万円

平成23年度期 2,500百万円

工事種別

比率

建築 ％

土木 ％

官民
比率

官 ％

民 ％

比率
元請 ％

下請 ％

主な受注先 東京都、国土交通省、株式会社×△等

上記「直近 1 年

間における 主

な完成工事」の

外注先・仕入先

について記載。

直前３期の受注

工事の官民比率

を記載

直前３期の元下

請比率の記載。



印

様式－18

下請負人への法令遵守指導等に関する報告書

平成 年 月 日

（発注者宛）

（受注者）

住所

氏名

当社が受注した 工事に関し、低入札工事に関する法

令遵守等誓約書（平成 年 月 日付） に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．工事件名：

２．契約番号：

３．請負金額（最終契約額）：

４．契約工期：

５． 誓約事項：次の法令に関する下請負人への確認及び指導に努める。

① 設業法第 24 条の3 （下請代金の支払）

建設業法第 24 条の5 （特定建設業者の下請代金の支払期日等）

② 働基準法第 24 条 （賃金の支払方法）

③ 用保険法第 7 条 （届出）

④ 康保険法第 48 条 （届出）

⑤ 生年金保険法第 27 条（届出）

６．報告事項：

７．添付資料：施工体制台帳及び下請負契約書の写し

※工事契約が建設共同企業体であった場合は、受注者の欄の会社名は、各構成員を記載する。


